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1915 年，中 国 北 京 に お い て，

（中国社会及政治学会）と称する学会が設立された。同学会は，

1916 年から 1941 年まで，機関誌

（『中国社会及政治学報』，季刊）を刊行している。同誌の最大の特徴は，主と

して中国についての政治学・経済学・社会学など多岐にわたる論考を，基

本的にすべて英文で掲載している点である。本稿は，同誌に掲載された論

著および記事名を目録として紹介するものであるが1)，初回の本稿では，

学会成立の経緯などについて述べ，解題としたい。

Ⅰ 学会設立の経緯

1916 年 4 月の創刊号 に掲載された によれば，

学会設立のきっかけは，当時アメリカ合衆国駐中国大使だったラインシュ

が，アメリカ政治科学学会

を範として，国際法と外交に関する研究を深めるべく，中国に

1) 本目録は，中国国家図書館所蔵の原本を影印再録し，2011 年に国家図書館
出版社（中国）から出版された，『中国社会及政治学

全二十七册』を底本としている。原
本には巻号やつづりの誤りが含まれるが，そのままの記載とした。なお，目
録作成にあたっては，井上莉沙さん（当時本学経済学部学生）のご助力を得
た。記して感謝したい。
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学会を立ち上げることを提案したことにある2)。そしてこの提案は，当時

中華民国ワシントン駐在公使であった顧維鈞 3)に伝えられ，

関係者のあいだで非公式の会合が数度もたれた後，北京において設立に至

った。

会長には，当時中華民国外交部長だった陸徴祥 4)が就き，

副会長にラインシュと当時外交次長だった曹汝霖 5)，秘書に外

交部参事の伍朝枢 6)，会計に経済学者で当時中華民国幣制委

2)

3) 1888 年，江蘇省生まれ。上海英華学院などを経て，1901 年，上海聖約翰大
学に入学。1905 年，アメリカ・コロンビア大学に入学し，1908 年文学士，
1909 年政治学修士，1912 年国際法外交博士を取得。1912 年，帰国し，14 年
外交部参事，15 年駐メキシコ公使，15 年～20 年駐アメリカ公使兼キューバ
公使となる。1919 年パリ講和会議全権代表。1920 年～22 年駐イギリス公使。
22 年帰国して外交総長に就任。国民革命による混乱を経て，1931 年国民政
府外交部長に就任。32 年～36 年駐フランス公使，36 年～41 年同大使。不平
等条約撤廃に尽力するとともに，国際連合の創設に関わる。1946～56 年，
国民政府駐アメリカ大使兼駐国連代表団団長に就任。1957～67 年，ハーグ
国際司法裁判所判事。67 年引退。85 年ニューヨークにて死去。『近代中国人
名辞典 修訂版』167～168 頁。

4) 1871 年，江蘇省生まれ。広方言館を経て北京同文館に入学し，フランス語
を学ぶ。1892 年，翻訳官としてロシア・ペテルスブルグに派遣され，駐ロ
シア公使館員として，ヨーロッパの外交活動に従事する。1906 年，駐オラ
ンダ公使。1912 年，中華民国北京政府外交総長。同年国務総理兼外交総長。
1915 年外交総長。1917 年～20 年外交総長，1918 年パリ講和会議中国首席代
表。1928 年，引退して修道士となり，1949 年ベルギーにて死去。『近代中国
人名辞典』402～403 頁。

5) 1877 年，上海生まれ。1898 年，漢陽の鉄路学堂に進学し，1900 年より日本
留学へ渡航，東京法学院（後の中央大学）で学んだ。1905 年帰国し，第 1
回留学生帰国特別試験で進士に及第。1911 年，外務部副大臣。1913 年，中
華民国第 1回参議院議員に就任するとともに，外交部次長として対日交渉な
どにあたる。1916 年，交通総長，外交総長，交通銀行総経理，財政総長な
どの職を歴任し，「新交通系」の筆頭となる。1919 年の五・四運動の際に解
任された後，多くの企業の役員となり，華北財界の実力者となる。1940 年，
汪精衛政権成立後，華北政務委員会諮詢委員になるなど，一連の「親日的活
動」を批判され，1949 年以降台湾，香港を経て日本へ渡る。1957 年アメリ
カへ渡り，1966 年死去。『近代中国人名辞典』25～26 頁。

6) 1887 年，広東省生まれ。父は外交界の元老伍廷芳。少年期をアメリカで過
ごした後，1905 年帰国。1908 年，アメリカ留学を経てイギリス・ロンドン
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員会委員長の章宗元 が就任した。いずれもアメリカ外

交との関わりの深い人物である7)。また設立当初の会員は 157 名であるが，

中には銀行家として著名な陳光甫，「交通系」派閥の大物周自斉，後に人

口論で著名になる経済学者の馬寅初，後に駐日公使代理となる施履本，ハ

クスリー『進化と倫理』 を『天演論』と題して翻訳し

たことで知られる思想家厳復など，各界の錚々たる人々が含まれている8)。

Ⅱ ラインシュの中国観

ここで，学会立ち上げの提案者である，ラインシュについて記しておき

たい。ラインシュは 1869 年 10 月，アメリカ・ウィスコンシン州ミルウォ

ーキーに生まれた。彼は，ウィスコンシン大学マディソン校を卒業

し，1901 年から 1913 年まで，ウィスコンシン大学の政

治経済学教授として在籍している9)。アメリカ政治経済学会の中心メンバ

ーでもあった彼は，植民政策や国際関係についての論著を多く残してい

る10)。

大学を卒業。1912 年帰国語，工部農商主事。1913 年，衆議院議員（国民党），
憲法起草委員。国会解散後，総統府顧問，外交部参事などの職を歴任。1917
年以降孫文の護法運動に参加し，1918 年広東軍政府外交部次長。1924 年，
国民党中央執行委員会商民部長。1925 年，広東国民政府委員，広州市政委
員長，広州市長。1926 年，国民政府常務委員。1929 年，南京国民政府駐米
全権代表。1931 年，反蔣同盟結成とともに帰国して広東省政府主席に就任
するが，翌年南京統一政府の司法院長に就任。1934 年，香港にて死去。『近
代中国人名辞典』638～639 頁。

7)

8)

9) ウィスコンシン大学マディソン校に隣接するウィスコンシン州文書館
には，ラインシュ文書

と称する文書群が体系的に所蔵されている。これについては別の機会に紹介
することにしたい。

10)
など。
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またラインシュは，同時期のアメリカの対中国外交と深い関わりをもっ

ていたことで知られている11)。彼が直接外交に関わるようになったのは，

パン・アメリカ会議への派遣であった。彼は 1906 年（第 3 回，リオデジャ

ネイロ），1910 年（第 4 回，ブエノスアイレス）のパン・アメリカ会議，およ

び 1909 年のパン・アメリカ科学者会議（第 1 回，サンチアゴ）にアメリカ

代表として派遣された。そして 1913 年，駐中国大使として北京に赴任す

ることとなったのである。

おりしも，中国では 1911 年の辛亥革命を受けて 1912 年に中華民国が成

立し，その直後袁世凱を大総統とする中華民国北京政府が中央政府として

の立場に立っていた。そしてこれをめぐって日本が外交的強硬姿勢を強め，

それは 1915 年の対華 21 カ条要求へとつながっていく。こうした流れに対

して，アメリカはウィルソン大統領のもと，日本の中国進出への対抗方針

を打ち出していく12)。そして，アメリカの対中政策立案の中心となったの

が，他ならぬラインシュであった。

さて，このラインシュは，どのような中国観を持っていたのであろうか。

同じく創刊号に掲載された，学会設立に際しての講演原稿から，その一端

を知ることができる13)。

彼はそのなかで，中国の政治経済を研究することの重要性を強調する。

例えば，中国の「国際社会」への参加に伴って生じる様々な事項（例えば

市民権，関係正常化，条約，外交交渉，犯罪人引き渡しなど）について，その基

本的研究が必要であること，また中国における政治機構（地方政府を含んだ

財政，警察，軍隊，公共事業，銀行と通貨，裁判所など）の包括的な研究が必

11) 彼の外交官としての経歴をもとに記した著作として，
がある。

12) この経緯については，笠原十九司『第一次世界大戦期の中国民族運動─東
アジア国際関係に位置づけて─』汲古書院，2014 年，「第一章 二十一カ条
反対運動 1914 年─ 1916 年」を参照のこと。

13)
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要であることなど，まずは現状で生じている様々な問題を解決する糸口と

して研究を進めるべきであると指摘する。そして，とりわけ中国における

経済研究においては，「その旧い制度化の伝統的組織と新たな形や方法へ

の変遷による影響の二つが，ともに非常に興味深い」テーマであると述べ，

中国の経済活動が同業組織や個人的信用など，伝統的価値観によって支え

られていることを指摘した上で，「経済的営みにおいて現在進んでいる変

化は，しかしながら，巨大な旧いものから新しい方法への代替というだけ

でなく，倫理的価値の立ち直しや堅実な倫理への移行などが求められる。

それはまさに中国のビジネスを外形からも活動面からも新しい方法へと導

くためのものである」としている。

これらの見方を総合すると，ラインシュが中国研究の目的として強調し

ているのは，中国を，アメリカを中心とする国際社会に対する「適応力

」のあるものにしていくことであり，さらにそれが「倫理的」

に不可避であるということなのである。こうした見方には，ラインシュの

植民政策学者としての価値観が背景として表れているが，同時期にキリス

ト教宣教ミッションが中国で推し進めていた高等教育普及運動とも通じる

ものがあり14)，当時のアメリカの中国における立ち位置を垣間見ることが

できる。

ラインシュについては，とかく親中的立場であったことが強調されがち

であるが，それは一面的な見方である。またかりにそうであったとしても，

その背景について知ることが重要であろう。

は，こうした問題について再認識することができ

る格好の素材であると言えるだろう。

14) 林幸司「1920 年代，上海における宣教ミッションと高等商業教育─上海セ
ント・ジョン大学の事例から」『歴史と経済』第 245 号，2019 年。
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